
核医学診断／治療に関する医科診療報酬点数表 

第 2 章 特掲診療料 第 1 部 医学管理等 

B001-2-9 地域包括診療料（月 1 回） 
 

B001-2-9 地域包括診療料（月 1 回） 

１ 地域包括診療料 1 

２ 地域包括診療料 2 

 

1,660 点 

1,600 点 

 

「診療報酬の算定方法の一部を改正する告示」（令和 6 年 3 月 5 日 厚生労働省告示第 57 号） 

「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」 

（令和 6 年 3 月 5 日 保医発 0305 第 4 号） 

 

告示 通知 

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し

ているものとして地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関（許可病床数が 200 床未満の病院又

は診療所に限る。）において、脂質異常症、高血圧

症、糖尿病、慢性心不全、慢性腎臓病（慢性維持

透析を行っていないものに限る。）又は認知症の

うち２以上の疾患を有する入院中の患者以外の

患者に対して、当該患者の同意を得て、療養上必

要な指導及び診療を行った場合（初診の日を除

く。）に、当該基準に係る区分に従い、それぞれ患

者１人につき月１回に限り算定する。 

 

注２ 地域包括診療を受けている患者に対して行っ

た注３に規定する加算並びに区分番号A001に掲

げる再診料の注 5 から注 7 まで及び注 19 に規定

する加算、通則第 3 号から第 6 号までに規定する

加算、区分番号 B001-2-2 に掲げる地域連携小児

夜間・休日診療料、区分番号 B010 に掲げる診療

情報提供料（Ⅱ）及び区分番号 B011 に掲げる連

携強化診療情報提供料並びに第 2 章第 2 部在宅

医療（区分番号 C001 に掲げる在宅患者訪問診療

料（Ⅰ）、区分番号 C001-2 に掲げる在宅患者訪

問診療料（Ⅱ）、区分番号 C002 に掲げる在宅時

医学総合管理料及び区分番号 C002-2 に掲げる

施設入居時等医学総合管理料を除く。）、第 5 部投

薬（区分番号 F100 に掲げる処方料及び区分番号

F400 に掲げる処方箋料を除く。）及び第 14 部そ

の他を除く費用は、地域包括診療料に含まれるも

のとする。ただし、患者の病状の急性増悪時に実

(1) 地域包括診療料は、外来の機能分化の観点から、

主治医機能を持った中小病院及び診療所の医師

が、複数の慢性疾患を有する患者に対し、患者の同

意を得た上で、継続的かつ全人的な医療を行うこ

とについて評価したものであり、初診時や訪問診

療時（往診を含む。）は算定できない。なお、地域

包括診療料と「A001」再診料の「注 12」地域包括

診療加算はどちらか一方に限り届出することがで

きる。 

(2) 地域包括診療料の対象患者は、高血圧症、糖尿

病、脂質異常症、慢性心不全、慢性腎臓病（慢性維

持透析を行っていないものに限る。）及び認知症の

６疾病のうち、2 つ以上（疑いを除く。）を有する

者である。なお、当該医療機関で診療を行う対象疾

病（上記 6 疾病のうち 2 つ）と重複しない疾病を

対象とする場合に限り、他医療機関でも当該診療

料、「A001」再診料の「注 12」地域包括診療加算、

同「注 13」認知症地域包括診療加算又は「B001-

2-10」認知症地域包括診療料を算定可能である。 

(3) 当該患者を診療する担当医を決めること。担当

医は、慢性疾患の指導に係る適切な研修を修了し

た医師とし、担当医により指導及び診療を行った

場合に当該診療料を算定する。なお、服薬、運動、

休養、栄養、喫煙、家庭での体重や血圧の計測、飲

酒、その他療養を行うに当たっての問題点等に係

る生活面の指導については、必要に応じて、当該医

師の指示を受けた看護師や管理栄養士、薬剤師が

行っても差し支えない。 

(4) 患者又はその家族からの求めに応じ、疾患名、治



施した検査、画像診断及び処置に係る費用は、所

定点数が 550 点未満のものに限り、当該診療料

に含まれるものとする。 

 

注３ 他の保険医療機関に入院した患者又は介護老

人保健施設に入所した患者について、当該他の保

険医療機関又は介護老人保健施設と連携して薬

剤の服用状況や薬剤服用歴に関する情報共有等

を行うとともに、当該他の保険医療機関又は介護

老人保健施設において処方した薬剤の種類数が

減少した場合であって、退院後又は退所後１月以

内に当該他の保険医療機関又は介護老人保健施

設から入院中又は入所中の処方内容について情

報提供を受けた場合には、薬剤適正使用連携加算

として、退院日又は退所日の属する月から起算し

て２月目までに１回に限り、30 点を所定点数に

加算する。 

療計画等についての文書を交付し、適切な説明を

行うことが望ましい。その際、文書の交付について

は電子カルテ情報共有システムにおける患者サマ

リーに入力し、診療録にその記録及び患者の同意

を得た旨を残している場合は、文書を交付してい

るものとみなすものとする。 

(5) 当該患者に対し、以下の指導、服薬管理等を行う

こと。 

ア 患者の同意を得て、計画的な医学管理の下に療

養上必要な指導及び診療を行うこと。 

イ 他の保険医療機関と連携及びオンライン資格

確認を活用して、患者が受診している医療機関

を全て把握するとともに、当該患者に処方され

ている医薬品を全て管理し、診療録等に記載す

ること。必要に応じ、担当医の指示を受けた看護

師、准看護師等が情報の把握を行うことも可能

であること。 

ウ～サ （※略） 

ス 認知症の患者に対し当該診療料を算定する場

合であって、当該患者の病状から、患者への説明

及び患者の同意について、患者の家族等への説

明及び当該患者の家族等による同意による方が

適切と考えられる場合には、当該部分について

「患者」を「患者の家族等」と読み替えるものと

する。 

(6) 当該医療機関において、院内掲示により以下の

対応が可能なことを周知し、患者の求めがあった

場合に適切に対応すること。 

ア 健康相談を行っていること。 

イ 介護保険に係る相談を行っていること。 

ウ 予防接種に係る相談を行っていること。 

(７) 当該保険医療機関に通院する患者について、介

護保険法第７条第５項に規定する介護支援専門員

及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律に基づく指定計画相談支援の事

業の人員及び運営に関する基準第３条第 1 項に規

定する相談支援専門員からの相談に適切に対応す

るとともに、当該対応が可能であることを当該保

険医療機関の見やすい場所に掲示すること。 

(8) 患者の状態に応じ、28 日以上の長期の投薬を行

うこと又はリフィル処方箋を交付することについ

て、当該対応が可能であることを当該保険医療機

関の見やすい場所に掲示するとともに、患者から



求められた場合に適切に対応すること。 

(9) (7)及び(8)の掲示事項について、原則として、ウ

ェブサイトに掲載していること。 

(10) 地域包括診療料を算定する医療機関において

は、往診又は訪問診療を提供可能であること。往診

又は訪問診療の対象の患者には、24 時間対応可能

な夜間の連絡先を提供し、患者又は患者の家族等

から連絡を受けた場合には、往診、外来受診の指示

等、速やかに必要な対応を行うこと。特掲診療料施

設基準通知の第 9 在宅療養支援診療所の施設基準

の 1 の(1)に規定する在宅療養支援診療所以外の

在宅療養支援診療所においては、連絡を受けて行

う往診又は外来診療の体制について、連携する他

の保険医療機関とともに行うことも可能であるこ

と。 

(11) 抗菌薬の適正な使用を推進するため、「抗微生

物薬適正使用の手引き」（厚生労働省健康局結核感

染症課）を参考に、抗菌薬の適正な使用の普及啓発

に資する取組を行っていること。 

(12) 「注 3」の薬剤適正使用連携加算については、

「A001」再診料の「注 14」に規定する薬剤適正使

用連携加算の例によること。 

 

  


